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( 1 ) 平成 17 年の刑法改正経緯については、保坂直樹・島戸純「刑法等の一部
を改正する法律」(ジュリスト 1298 号 77頁)、久木元伸「人身の自由を侵害
する行為の処罰に関する罰則の整備についての要綱 (骨子)」(ジュリスト
1286号 2頁)、佐久間修「人身の自由に対する罪の法整備について」(ジュ
リスト 1286号 9 頁) 等。




































































































































( 3 ) 東京地判 H21.10.30 (LLI/DB 06430559)、東京地判 H21.12.18 (LLI/DB
06430600)、大阪地堺支判 H26.3.10 (LLI/DB 06950075) 等。
( 4 ) LEX/DB 25503667。


































ものとして、内乱罪 (刑法 77 条)、強制執行妨害目的財産損壊等罪 (刑


































































































































































( 6 ) 大塚仁ら編「大コンメンタール刑法第 2版第 2 巻」42頁、振津隆行「主
観的違法要素」(ジュリスト増刊「刑法の争点」26 頁) 等。
( 7 ) 山口厚「刑法総論第 2版」96 頁。
( 8 ) 大塚仁ら編「大コンメンタール刑法第 3版第 8巻」411頁。
( 9 ) 故意の限界についての認容説、認識説及び動機説については、西田典之ら
編「注釈刑法第 1巻」513頁、前掲「条解刑法第 3版」127頁等。
(10) 大判 T11.5.6刑集 1.255、大判 S2.11.15 法律新聞 2780.14、最判 S23.3.16
刑集 2.3.127 等。
(11) 大判 T6.2.8 刑録 23.41、大判 T12.12.22 刑集 2.1013、大判 S8.2.14 刑集
12.114、大判 S11.3.12 刑集 15.275、最判 S28.1.23 刑集 7.1.46等。










(15) 松原芳博「違法論総説」(法学セミナー 659号 101頁)。
(16) 前田雅英「刑法総論講義第 5版」48頁。
(17) 前掲山口「刑法総論第 2版」94頁、前掲振津「主観的違法要素」、前掲佐
伯 109 頁、前掲「アクチュアル刑法総論」96 頁等。







(19) 覚せい剤取締法 41 条では、その法定刑は、営利目的のない場合は 1 年以
上の有期懲役、営利目的の場合は無期若しくは 3年以上の懲役又は情状によ
り無期若しくは 3年以上の懲役及び 1,000万円以下の罰金である。大麻取締
法 24 条も、営利目的のない場合は 7 年以下の懲役、営利目的のある場合は
10 年以下の懲役又は情状により 10 年以下の懲役及び 300万円以下の罰金と
なっている。
(20) 髙木俊夫「覚せい剤取締法 41 条の 2第 2項にいう『営利の目的』の意義」
(最高裁判所調査官解説刑事篇昭和 57 年度) 216 頁、平野龍一ほか編「注解
特別刑法 5医事・薬事法(2)第 2版」45頁、亀山継夫「他人に利得させる目
的と刑法 65 条」研修 376号 65頁。
(21) 大塚仁ら編「大コンメンタール刑法第 2版第 11 巻」377頁。
(22) 伊藤亮吉「目的犯における目的の違法性加重機能 1〜4」(早稲田大学大学




学 58 号 88頁も、営利目的拐取罪と未成年者拐取罪との関係を不真正目的犯
の一例として挙げている。
(23) 坂本武志「麻薬取締法第 64 条と刑法第 65 条第 2項にいう『身分ニ因リ特













































「行使の目的」のほか、営利目的拐取罪 (刑法 225 条) の「営利の目的」
がある。






































売又は授与の目的」につき、東京地判 S62.9.3 判タ 687.266は、「毒物

















S42.3.7 刑集 21.2.417 の判断を前提としつつ、この S42最判は自己以外
の第三者に財産上の利益を得させることを犯行加担の動機とした場合ま
で「営利の目的」を否定する趣旨ではないとした上で、覚せい剤取締法
41 条の 2 第 2項の「営利の目的」とは、「犯人が自ら財産上の利益を得、
又は第三者に得させることを動機・目的とする場合をいう」との判断を
示している。































































































(26) 前掲「大コンメンタール刑法第 2版第 2 巻」43頁、西台満「目的犯――
主観的違法要素の研究(3)――」(秋田大学教育学部研究紀要 36)、平澤修
「特別刑法判例研究 2 爆発物取締罰則 1 条及び 3 条の『人ノ身体ヲ害セン
トスルノ目的』の意義」(判例タイムズ 780 号 33頁)。
(27) 最判 S34.6.30 刑集 13.6.985。
84 (309)
(28) 前掲「大コンメンタール刑法第 3版第 8 巻」14頁、佐伯仁志「通貨偽造
罪の研究」(金融研究 2004.8)。
(29) 前掲「条解刑法第 3版」439 頁。
(30) 大判 T11.4.11 法律新聞 1984.19は「必ズシモ之ヲ行使スル確定ノ目的ア
ルコトヲ要セズ未必条件付ニテ之ヲ行使スル目的」でよいとし、福岡高判
S25.12.21 高刑集 3.4.662 は「その文書が正当のものとして不法に使用され
ることについての予見がある以上、作成者自身において不法に使用する目的
がなくても、行使の目的がなかつたものということはできない」とし、最判
S28.12.25 刑集 90.4.508 は「何人かによつて真正な文書と誤信せられる危険
あることを意識して、文書を偽造する以上『行使ノ目的ヲ以テ』文書を偽造
するものと解して差し支えない」とする。




(32) 前掲金谷「爆発物取締罰則 1 条及び 3条の『人ノ身体ヲ害セントスルノ目
的』の意義」14頁。
(33) 大谷實「最新判例演習室 販売のための見本誌、出版元への返品目的で所
持していた場合とわいせつ図画販売目的所持」(法学セミナー 390 号 94頁)。
(34) 斉藤誠二「予備罪の研究」129 頁。













(37) 前掲髙木「覚せい剤取締法 41 条の 2第 2項にいう『営利の目的』の意義」
217頁。同著は、麻薬取締法、あへん法の「営利の目的」についても、同様
に動機を指すと解すべきとする。






















(39) この点、平成 17 年改正時の法制審議会刑事法 (人身の自由を侵害する犯











































裁判例においても、前記東京地判 S62.9.3 が「毒物及び劇物取締法 3
条にいう販売目的は、麻薬取締法 64 条 2項、覚せい剤取締法 41 条 2項
にいう営利の目的とは異なり、身分犯として要求されている主観的要素














(40) 大判M44.3.16刑録 17.405、最判 S27.9.19刑集 6.8.1083。
(41) 前掲最判 S42.3.7、東京高判 H10.3.25 判時 1672.157。
(42) 大判 T14.1.28 刑集 4.14。
(43) 十河太郎「目的犯における共犯と身分」同志社法学 52.1.239は、判例の
傾向を「不真正目的犯の目的については身分であることを肯定し、真正目的
犯の目的についてはこれを否定する」ものとする。
88 (305)
